
海上自衛隊達第２８号 

防衛諸計画の作成等に関する訓令（平成２７年防衛省訓令第３２号）第

１２条の規定に基づき、海上自衛隊の年度業務計画に関する達を次のよう

に定める。  

  平成２７年１０月１日  

海上幕僚長 海将 武居 智久  

海上自衛隊の年度業務計画に関する達  
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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この達は、海上自衛隊における年度業務計画の作成、同計画に掲

げる業務の実施及び実施状況の分析検討（以下「計画の運営」という。）

に関して必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（1） 業務 自衛隊法（昭和２９年法律第１６５号）第６章に規定する自

衛隊の行動に係る業務を除く業務をいう。 

（2） 部長等 海上幕僚監部の部長、海上幕僚監部監察官、海上幕僚監部

首席法務官、海上幕僚監部首席会計監査官及び海上幕僚監部首席衛生

官をいう。 

（3） 計画運営部隊等 防衛大臣直轄部隊及び機関（海上自衛隊艦船補給

処及び海上自衛隊航空補給処を除き、海上幕僚長の監督を受ける自衛

隊地区病院を含む。）並びに第５条第２号に規定する計画運営部隊を

いう。 

第２章 年度業務計画  

    第１節 通則 

（年度業務計画の区分） 



第３条 年度業務計画は、海上自衛隊の業務全般について海上幕僚監部に

おいて作成する年度業務計画（以下「海幕計画」という。）及び第５条

に規定する計画運営部隊において当該部隊の業務について作成する年

度業務計画（以下「部隊計画」という。）に区分する。 

（年度業務計画の構成） 

第４条 海幕計画は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

（1） 基本計画 防衛諸計画の作成等に関する訓令第３条第５項第１号に

定める事項のほか、方針、主要事項及び防衛力整備の規模について、

別表第１に掲げる標準区分に従い、努めて具体的に表示した達成目標

及び達成方途 

（2） 細部計画 別表第２に掲げる標準区分について詳細に表示した達成

目標及びその実施時期並びに必要に応じて所要の人員、資材、経費、

根拠法令等を具体的に表示した手順を含む実施要領 

２ 部隊計画は、次の各号に掲げるものをもって構成する。 

（1） 方針 部隊計画の対象とする年度（以下「対象年度」という。）に

おける業務の指針となる主要な目標 

（2） 細部計画  別表第３に掲げる区分を標準として対象年度の業務全般

について前項第２号の規定に準じた内容 

（計画運営部隊） 

第５条 計画運営部隊は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（1） 防衛大臣直轄部隊及び機関（海上自衛隊の編成等に関する訓令（昭

和４２年海上自衛隊訓令第１号）別表第３０の左欄に掲げる部隊、海

上自衛隊艦船補給処、海上自衛隊航空補給処及び海上幕僚長の監督を

受ける自衛隊地区病院を除く。） 

（2） 海上自衛隊の編成等に関する訓令別表第１の中欄に掲げる部隊（自

衛艦隊司令部及び特別警備隊を除く。） 

（運営の周期） 

第６条 年度業務計画の運営の周期の標準は、別表第４のとおりとする。 

（年度の防衛、警備等に関する計画との関連） 

第７条 年度業務計画は、対象年度における防衛、警備等に関する計画作

成の基礎とする。 

第２節 年度業務計画の作成 

（海幕計画作成の日程） 

第８条 海上幕僚監部防衛部長（以下「防衛部長」という。）は、第６条

に規定する周期の標準に基づき、海幕計画作成のための日程を作成し部

長等に通知する。 



（海幕計画に対する要望の上申） 

第９条 計画運営部隊等の長が必要に応じ行う海幕計画に対する要望の

上申については、別に定める。 

（基本計画案の作成） 

第１０条 部長等は、防衛諸計画の作成等に関する訓令第９条第１項の規

定による整備計画、総合的な抑止構想で示された考え方及び能力評価の

結果を踏まえて、その所掌する業務に関して、基本計画の方針案（以下

「方針案」という。）を作成するための資料を作成し防衛部長に通知す

る。 

２ 防衛部長は、前項の資料について部長等と調整の上、方針案を作成し、

海上幕僚長の承認を得て部長等に通知する。 

第１１条 部長等は、方針案に基づき、基本計画の主要事項案（以下「主

要事項案」という。）を作成するための資料を作成し、防衛部長に通知

する。 

２ 防衛部長は、前項の資料を部長等と調整の上、主要事項案を作成し、

これに方針案及び基本計画の防衛力整備の規模案を併せ基本計画案を

作成する。 

（基本計画案の通知） 

第１２条 防衛部長は、前条第２項の基本計画案について、海上幕僚長の

承認を得て部長等及び計画運営部隊等の長に通知する。 

２ 防衛部長は、前項の通知後、防衛大臣指示等により基本計画案を修正

した場合は、その都度、部長等及び計画運営部隊等の長に通知する。 

（基本計画の確定） 

第１３条 防衛部長は、対象年度の予算政府案の決定後、直ちに基本計画

案に所要の修正を行った後、海上幕僚長の承認を得て防衛大臣に申請す

るための手続を行う。 

２ 前項の基本計画案は、対象年度の予算の成立後、防衛大臣の承認を得

て基本計画となる。 

（細部計画案の作成） 

第１４条 部長等は、第１０条から第１２条までの規定により作成された

基本計画案に基づき、細部計画案を作成するための資料を作成し、防衛

部長に通知する。 

２ 防衛部長は、前項の資料について、部長等と調整の上、細部計画案を

作成する。 

（細部計画案の通知） 

第１５条 防衛部長は、前条第２項の細部計画案を部長等及び計画運営部



隊等の長に通知する。 

（細部計画の確定） 

第１６条 防衛部長は、対象年度の予算政府案の決定後、直ちに細部計画

案に所要の修正を行った後、海上幕僚長の承認を得て細部計画とし防衛

大臣に報告するための手続を行う。この場合において、防衛大臣への報

告は、対象年度の予算の成立後に行うものとする。 

（海幕計画の通達） 

第１７条 海上幕僚長は、海幕計画の確定後、当該計画を計画運営部隊等

の長に通達する。 

（部隊計画案の作成） 

第１８条 計画運営部隊の長は、第１２条の基本計画案及び第１５条の細

部計画案に基づき、部隊計画案を作成するものとする。 

（部隊計画の確定） 

第１９条 計画運営部隊の長は、海幕計画に基づき部隊計画案を修正し、

対象年度の前年度末までに部隊計画を確定し、海上幕僚長に報告しなけ

ればならない。ただし、当該報告は、次項の規定に準じて部隊計画を海

上幕僚長に配布することをもって、これに代えることができる。 

２ 計画運営部隊の長は、前項の部隊計画を計画の運営上、特に関係のあ

る部隊及び機関の長に配布するものとする。 

第３節 年度業務計画の実施等 

（年度業務計画の実施） 

第２０条 部長等及び計画運営部隊の長は、年度業務計画に基づいて、そ

の業務を実施しなければならない。 

（年度業務計画の発動） 

第２１条 年度業務計画に掲げる業務の発動は、別に指示は行わないもの

とする。ただし、関係法令の施行を必要とするもの、防衛大臣の承認を

必要とするもの又は細部事項の通知を必要とするものについては、当該

法令の施行等により発動し、細部計画にその旨を明示するものとする。 

（実施の確認、調整） 

第２２条 部長等及び計画運営部隊の長は、年度業務計画の実施に当たっ

ては、各種の手段を用いて実施の状況を確認し、常に計画と実施の調整

を行うものとする。 

（業務予定表の作成） 

第２３条 防衛部長及び計画運営部隊の長は、計画の運営を円滑に行うた

め、必要に応じ、それぞれの年度業務計画に基づき、各四半期における

主要業務の実施予定表を当該四半期開始３０日前までに作成し、計画の



運営上、特に関係のある部隊及び機関の長に配布するものとする。 

（海幕計画の修正） 

第２４条 海幕計画を修正する場合は、各四半期開始３０日前までに次の

手順により行うものとする。 

(1) 部長等は、所掌業務に係る修正事項及びその理由を防衛部長に通知

する。 

（2） 防衛部長は、前号の修正事項について、部長等と調整の上、海上幕

僚長の承認を得る。 

（3） 防衛部長は、基本計画に係る重要な修正事項については、海上幕僚

長の承認を得て、速やかに防衛大臣に申請するための手続を行う。 

（4） 防衛部長は、細部計画に係る重要な修正事項については、海上幕僚

長の承認を得て、速やかに防衛大臣に報告するための手続を行う。 

（5） 海上幕僚長は、修正事項について計画運営部隊等の長に通達する。 

（部隊計画の修正） 

第２５条 計画運営部隊の長は、部隊計画について修正する必要がある場

合は、次の各号により行うものとする。 

(1) 海幕計画の修正に基づく部隊計画の修正は、速やかに行う。 

（2） 他の計画運営部隊等の計画の運営に影響を及ぼす修正事項について

は、第１９条の規定に準じて報告又は配布を行う。 

（3） 海幕計画に影響を及ぼす重要な修正事項については、その都度海上

幕僚長に申請し、あらかじめ承認を得るものとする。 

第４節 年度業務計画の分析検討 

（海幕計画の分析検討） 

第２６条 部長等は、海幕計画に関し、次の各号に掲げる事項について、

常に分析検討しなければならない。 

（1） 所掌する業務実施の進行の度合及びその能率 

（2） 業務実施中に生じた重要な事項 

（3） 前２号に掲げるもののほか、計画の運営上、参考となる事項 

２ 部長等は、前項の規定により分析検討した結果を海上幕僚監部総務部

長（以下「総務部長」という。）に通知するものとする。 

３ 総務部長は、前項の分析検討結果を取りまとめ所要の検討を行った上、

実施状況報告書を作成し、海上幕僚長の承認を得て防衛大臣に報告する

ための手続を行うとともに、その写しを部長等及び計画運営部隊の長に

送付するものとする。 

４ 実施状況報告書は、各種の手段を用いて、できる限り具体的計数を基

礎として作成するものとする。 



（部隊計画の分析検討） 

第２７条 計画運営部隊の長は、部隊計画について、前条第１項に準じて

分析検討しなければならない。 

２ 計画運営部隊の長は、前項の規定により分析検討した結果について、

次の各号に掲げる事項を内容とする部隊計画の実施状況報告書を前条

第４項に準じて作成し、海上幕僚長に報告するものとする。 

（1） 実施の大要 

（2） 主要な行事、行動等 

（3） 計画と著しく異なった重要な事項 

（4） 主要な問題点及びその対策 

第３章 雑則 

（計画運営部隊以外の防衛大臣直轄部隊及び機関の業務） 

第２８条 計画運営部隊以外の防衛大臣直轄部隊及び機関（海上自衛隊艦

船補給処及び海上自衛隊航空補給処を除く。）の長は、この達に準じて

業務を計画的に管理するよう努めるものとする。 

（委任規定） 

第２９条 この達に定めるもののほか、計画の運営に関し必要な事項は、

計画運営部隊の長が定める。ただし、第５条第２号に規定する計画運営

部隊の長は、自衛艦隊司令官の定めるところにより計画の運営を行うも

のとする。 

   附 則 

１ この達は、平成２７年１０月１日から施行する。 

２ 海上自衛隊の中期能力見積り及び年度業務計画に関する達（昭和５３

年海上自衛隊達第８号）は、廃止する。 

   附 則（平成２７年１１月２７日海上自衛隊達第３９号） 

 この達は、平成２７年１２月１日から施行する。 

   附 則（平成３０年３月２８日海上自衛隊達第１３号） 

 この達は、平成３０年４月２日から施行する。 

   附 則（令和２年９月３０日海上自衛隊達第４９号） 

 この達は、令和２年１０月１日から施行する。 

   附 則（令和５年１月１０日海上自衛隊達第１号） 

 この達は、令和５年１月１０日から施行する。 

   附 則（令和５年９月１３日海上自衛隊達第２６号） 

 この達は、令和５年９月１３日から施行する。 

   附 則（令和６年６月２８日海上自衛隊達第２４号） 

 この達は、令和６年６月２８日から施行する。 



   附 則（令和６年９月１１日海上自衛隊達第２６号） 

 この達は、令和６年９月１１日から施行する。 

 

 

  



別表第１（第４条関係） 

基 本 計 画 の 標 準 区 分 

第１章 方 針 

第１項 情勢認識 

第２項 重視事項 

第２章 主要事項 

第１項 編成事項 

第１節 編 成 

第２節 定 員 

第２項 情報事項 

第１節 情 報 

第２節 情報保全 

 第３項 情報通信事項 

  第１節 指揮統制及び通信体系 

  第２節 情報保証 

  第３節 情報戦機能 

第４項 運用支援事項 

第１節 運用支援 

第２節 その他 

第５項 人事・衛生事項 

第１節 人 事 

第２節 衛 生 

第３節 その他 

第６項 教育訓練事項 

第１節 基本教育 

第２節 練成訓練 

第３節 その他 

第７項 装備事項 

第１節 装 備 

第２節 造 修 

第３節 補 給 

第８項 施設事項 

第１節 施 設 

第２節 用地取得等 

第９項 研究開発事項 

第１節 防衛基礎研究 



第２節 装備体系運用研究開発 

第３節 装備品等研究開発 

第４節 その他 

第10項 その他の事項 

第３章 防衛力整備の規模 

  



別表第２（第４条関係） 

細部計画の標準区分及び計画担当課 

標準区分 計画担当課 

第１項 組織・編成 

 第１節 自衛艦隊 

 第２節 地方隊 

第３節  その他の直轄部隊等 

第４節  その他 

第２項 情 報 

第１節  情 報 

第２節  情報保全 

第３節 その他 

第３項 情報通信 

第１節 指揮統制 

第２節 通信体系 

第３節 情報保証 

第４節 情報戦機能 

第５節 その他 

第４項 運用支援及び訓練 

第１節 部隊における運用基準等 

第２節 運用支援、演習等 

第３節 協同訓練等 

第４節 気象海洋 

第５節 航空保安 

第６節 一般講習 

 

 

第７節 その他 

第５項 人 事 

第１節  人事計画 

第２節  補任・服務 

第３節 援 護 

第４節 その他 

第６項 医務衛生 

第１節 保健衛生 

第２節 医 療 

 

防衛課 

防衛課 

防衛課 

防衛課 

 

情報課 

情報課 

情報課 

 

指揮通信課 

指揮通信課 

指揮通信課 

指揮通信課 

指揮通信課 

 

運用支援課 

運用支援課 

運用支援課 

運用支援課 

運用支援課 

運用支援課 

教育課 

援護業務課 

運用支援課 

 

人事計画課 

補任課 

援護業務課 

人事計画課 

 

首席衛生官 

首席衛生官 



第３節 衛生資材 

第４節 その他 

第７項 厚 生 

第１節 福利厚生 

第２節 宿 舎 

第３節 家族支援 

第４節 給 与 

第５節 その他 

第８項 教 育 

第１節 訓育及び体育 

第２節 課程教育 

第３節 特別講習等 

第４節 部隊実習等 

第５節 委託教育 

第６節 外国留学 

第７節 教材整備 

第８節 教範等整備 

第９節 その他 

第９項 装備・需品 

第１節 装備・需品 

第２節 共同後方 

第３節 補給管理 

第４節 後方運用 

第５節 資 材 

第６節 燃 料 

第７節 衣 糧 

第８節 その他 

第10項 艦船造修 

第１節 艦船等調達及び装備 

第２節 艦船修理、改造等 

第３節 艦船調査及び試験 

第４節 艦船整備用器材等 

第５節 艦船造修整備補給態勢 

第６節 その他 

第11項 武器等造修 

第１節 武器等調達及び装備 

首席衛生官 

首席衛生官 

 

厚生課 

厚生課 

厚生課 

厚生課 

厚生課 

 

教育課 

教育課 

教育課 

教育課 

教育課 

教育課 

教育課 

教育課 

教育課 

 

装備需品課 

装備需品課 

装備需品課 

装備需品課 

装備需品課 

装備需品課 

装備需品課 

装備需品課 

 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

 

艦船・武器課 



第２節 武器等修理、改造等 

第３節 武器等調査及び試験 

第４節 武器等整備器材等 

第５節 武器等造修整備補給態勢 

第６節 その他 

第12項 航空機等造修 

第１節 航空機等調達及び装備 

第２節 航空機等修理、改造等 

第３節 航空機等調査及び試験 

第４節 航空機等整備器材等 

 第５節 航空機等造修整備補給態勢 

第６節 その他 

第13項 施 設 

第１節 一般基地施設 

第２節 航空基地施設 

第３節 用地取得等 

第４節 環境保全 

第５節 その他 

第14項 研究開発 

第１節 防衛基礎研究 

第２節 装備体系運用研究開発 

第３節 装備品等研究開発 

第４節 防衛装備庁関連研究 

第５節 術科研究会 

第６節 その他 

第15項 総 務 

第１節 行事等 

第２節 会 議 

第３節 隊務運営改善 

第４節 経理契約 

第５節 警 務 

第６節 その他 

第16項 広 報 

第１節 広報活動 

第２節 その他 

第17項 監 察 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

艦船・武器課 

 

航空機課 

航空機課 

航空機課 

航空機課 

航空機課 

航空機課 

 

施設課 

施設課 

施設課 

施設課 

施設課 

 

装備体系課 

装備体系課 

装備体系課 

装備体系課 

装備体系課 

装備体系課 

 

総務課 

総務課 

総務課 

経理課 

総務課 

総務課 

 

総務課 

総務課 

 



第１節  監 察 

第２節 安 全 

第３節 その他 

第18項 法 務 

第１節 訴 訟 

第２節 損害賠償 

第３節 海難審判 

第４節 損失補償 

第５節 その他 

第19項 監 査 

 第１節 監 査 

第20項 業務支援 

第１節 統合幕僚監部支援 

第２節 陸上自衛隊支援 

第３節 航空自衛隊支援 

第４節 防衛大学校支援 

第５節 その他 

付 録 他自衛隊等に依頼する業務支援 

監察官 

監察官 

監察官 

 

首席法務官 

首席法務官 

首席法務官 

首席法務官 

首席法務官 

 

首席会計監査官 

 

各 課 

各 課 

各 課 

各 課 

各 課 

各 課 

 

  



別表第３（第４条関係） 

部 隊 細 部 計 画 の 標 準 区 分 

部隊 
区分 自 衛 艦 隊 地 方 隊 教育航空集団 練 習 艦 隊 システム 

通信隊群 
海上自衛隊 
補給本部  学  校 

計 
 
画 
 
区 
 
分 

第１項 
監 理 

第２項 
情 報 

第３項 
防衛警備及び 
部隊運用 

第４項 
教育訓練 

第５項 
後方支援 

第６項 
施設（陸上に 
所在する部隊 
のみ） 

第７項 
研究開発 

第８項 
その他 

第１項 
監 理 

第２項 
情 報 

第３項 
防衛警備及び 
部隊運用 

第４項 
教育訓練 

第５項 
後方支援 
(人事､造修 
を除く。） 

第６項 
人 事 

第７項 
造 修 

第８項 
業務支援 

第９項 
その他 

第１項 
監 理 

第２項 
部隊運用 

第３項 
教育訓練 

第４項 
後方支援 

第５項 
施 設 

第６項 
その他 

第１項 
監 理 

第２項 
 情報及び情
報通信 
第３項 
部隊運用 

第４項 
後 方 

第５項 
教育訓練 

第６項 
 通 信 
第７項 
 研究開発 

第１項 
監 理 

第２項 
情報保証・ 
 情報保全 
第３項 
部隊運用 

第４項 
後 方 

第５項 
教育訓練 

第６項 
通 信 

第７項 
 研究開発 
第８項 
 その他 
 

第１項 
監 理 

第２項 
造修･補給管理 

第３項 
艦船造修補給 

第４項 
航空機等造修 

第５項 
武器等造修補給 

第６項 
需 品 

第７項 
情報処理 

第８項 
教育訓練 

第９項 
その他 

 

第１項 
監 理 

第２項 
教育訓練 

第３項 
研 究 

第４項 
後方支援 

第５項 
その他 

 

 

 

 

 

 



別表第４（第６条関係） 

年度業務計画の運営の周期の標準 

 

実 施 項 目 細 部 項 目 等 実 施 者 関係条項
Ｘ－２年度 Ｘ－１年度 Ｘ年度 Ｘ＋１年度

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

年

度

業

務

計

画

の

作

成

部隊要望 海幕計画に対する要望 計画運営部隊等の長 9条

基本計画

方針案作成のための資料 部 長 等 10条1項

方針案 防 衛 部 長 10条2項

主要事項案作成のための資料 部 長 等 11条1項

主要事項案の作成 防 衛 部 長 11条2項

基本計画案 防 衛 部 長
11条2項
12条
13条

基本計画 海 上 幕 僚 長
13条2項
17条

細部計画

細部計画案作成のための資料 部 長 等 14条1項

細部計画案 防 衛 部 長
14条2項
15条

細部計画

防 衛 部 長
16条
17条

海 上 幕 僚 長

部隊計画 部隊計画案 計画運営部隊の長
18条
19条1項

年度業務計画
の 実 施 等

計画と実施の調整
部 長 等 及 び
計画運営部隊の長

22条

四半期予定表
防 衛 部 長 及 び
計画運営部隊の長

23条

年度業務計画
の 分 析 検 討

海幕計画の分析検討 部 長 等 26条1･2項

実施状況報告書 総 務 部 長 26条3項

部隊計画の分析検討・
実施状況報告書

計画運営部隊の長 27条

予 算 編 成 手 続 （ 参 考 ）

上申

作成 ▽防衛部長に通知（3月15日）

作成 ▽部長等に通知（年度末）

作成 ▽部長等・計画運営部隊等の長に通知（11月末）

作成 ▽防衛部長に通知（4月末）

作成

作成

▽海上幕僚長の承認（8月末）

▽部長等・計画運営部隊等の長に通知（9月20日）

大臣申請手続

▽計画運営部隊等の長に通達（防衛大臣の承認後）

作成▽防衛部長に通知（9月末日）

大臣報告手続

▽計画運営部隊等の長に通達（防衛大臣に報告後）

案作成 ▽海上幕僚長に報告（年度末）

実施の状況を確認

作成 作成作成 作成

分析検討 総務部長に通知（5月30日）▽

分析検討 海上幕僚長に報告（5月15日）▽

▽概算要求 ▽予算政府案決定

▽予算成立

大臣申請手続


